弘前市東部学校給食センター調理等業務委託契約書
　弘前市東部学校給食センター調理等の業務について、発注者と受注者との間において、次のとおり契約を締結する。
　（委託業務）
第１条　発注者は、次に掲げる業務（以下「委託業務」という。）の実施を受注者に委託し、受注者はこれを受託する。
　　業務名称　弘前市東部学校給食センター調理等業務
　　業務内容　別紙弘前市東部学校給食センター調理等業務仕様書（以下「仕様書」という。）のとおり
　（委託期間）
第２条　委託期間は平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日までとする。
　（委託料）
第３条　委託料は金○○○，○○○，○○○円（うち取引に係る消費税及び地方消費税額　　　　　　　○○，○○○，○○○円）とし、各年度の支払限度額は
　　平成２８年度　　　　　　　　　　　円
　　平成２９年度　　　　　　　　　　　円
　　平成３０年度　　　　　　　　　　　円
　　平成３１年度　　　　　　　　　　　円
　　平成３２年度　　　　　　　　　　　円　とする。
２　前項の税額は消費税法第２８条第１項及び第２９条並びに地方税法第７２条の８２及び第７２条の８３の規定により算出したもので、委託料に１０８分の８を乗じて得た額とする。
　（契約の保証）
第４条　受注者は、この契約と同時に、次の各号のいずれかに掲げる措置を講じなければならない。この場合において、第４号に掲げる措置を講じたときは、直ちに当該措置に係る保険証券を発注者に寄託しなければならない。
　（１）契約保証金の納付
　（２）契約保証金の納付に代わる担保となる有価証券等の提供
　（３）契約保証金の納付に代わる担保となる措置であって、この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払いを保証する銀行又は発注者が確実と認める金融機関の保証
　（４）この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締結
２　前項各号に掲げる措置に係る契約保証金（契約保証金の納付に代わる担保については、当該担保の価値）の額又は保証金額若しくは保険金額（以下「契約保証金の額等」という。）は、委託料の１００分の１０以上としなければならない。
３　第１項の規定により、受注者が、同項第２号又は第３号に掲げる措置を講じたとき、当該措置は契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第４号に掲げる措置を講じたときは契約保証金の納付を免除する。
４　委託料の変更があったときは、契約保証金の額が変更後の委託料の１００分の１０に達するまで発注者は契約保証金の額等の増額を請求することができ、受注者は契約保証金の額等の減額を請求することができる。
　（関係法令の遵守）
第５条　受注者は、委託業務の実施にあたり、学校給食に関する法令、食品及び公衆衛生に関する法令並びに職業安定法、労働基準法及び安全衛生法等労働関係法令法規、通達及び「労働者派遣事業と請負により行われる事業との区別に関する基準（昭和６１年労働省告示第３７条）」を遵守しなければならない。
　（権利義務の譲渡）
第６条　受注者は、この契約によって生ずる権利または義務を第三者へ譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、あらかじめ書面により発注者の承諾を得たときは、この限りではない。
　（再委託等の制限）
第７条　受注者は、委託業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、あらかじめ書面により発注者の承諾を得たときは、この限りでない。
　（実施状況の検査等）
第８条　発注者は、委託業務の実施状況を随時検査することができる。
２　発注者は、前項の検査の結果、受注者の行った委託業務が仕様書に適合しないと認めた場合は、委託業務の手直しを請求することができる。
　（委託料の支払い）
第９条　発注者は第３条の委託料を月割均等計算により毎月金　　　　　　　　　　円ずつ受注者に支払うものとする。
２　受注者は、毎月の委託料を翌月１０日までに発注者に請求するものとする。
３　前項の請求は、請求書に調理等業務完了届（別記様式）を添えて行うものとする。
４　発注者は、第２項の規定による請求を受けたときは、その日から３０日以内に請求金額を支払うものとする。
　（委託業務の実施に係る損害）
第１０条　受注者は、委託業務の実施にあたり、受注者の責めに帰する理由により発注者又は第三者に損害を与えたときは、直ちに発注者に報告し、損害を賠償しなければならない。
２　発注者は、受注者の委託業務の実施にあたり、発注者の責めに帰する理由により受注者又は第三者に損害を与えたときは、損害を賠償しなければならない。
３　委託業務の実施にあたり、発注者と受注者のいずれの責めにも帰さない理由により発生した損害を賠償するときは、発注者と受注者とが協議して定めるものとする。
　（契約の解除）
第１１条　発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約の全部又は一部を解除することができる。
　（１）受注者の責めに帰する理由により委託業務を実施しなかったとき、又は実施する見込みがないと明らかに認められるとき。
　（２）委託業務の実施状況が著しく不適当であると認められるとき。
　（３）第５条から第７条までの規定に違反したとき。
　（４）受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員を含む。）又は受注者の使用人について、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に規定する暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係があることが判明し、この契約を継続することが適当ではないと認められるとき。
　（５）その他この契約に違反したとき。
　（違約金の徴収）
第１２条　発注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合は、解除した部分に係る委託料の１００分の１０に相当する額を違約金として、受注者から徴収する。
　（損害賠償）
第１３条　発注者は第１１条の規定によりこの契約を解除した場合において、契約保証金の額等又は前条の違約金の額を超えた金額の損害が生じたときは、その超えた金額を損害賠償金として受注者から徴収する。
　（契約保証金の還付）
第１４条　契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われている場合において、受注者がこの契約を履行したときは、受注者に還付するものとする。
　（遅延利息の徴収等）
第１５条　発注者は、受注者がその責めに帰する理由によりこの契約に基づく違約金又は損害賠償金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、その支払わない額に当該期間を経過した日の翌日から支払いの日まで年２．９パーセントの割合（うるう年の日を含む期間についても３６５日あたりの割合とする。）で計算した遅延利息を徴収する。
２　受注者は、発注者がその責めに帰する理由によりこの契約に基づく委託料又は損害賠償金を指定の期間内に支払わないときは、その支払わない額に当該期間を経過した日の翌日から支払いの日まで年２．９パーセントの割合（うるう年の日を含む機関についても３６５日あたりの割合とする。）で計算した遅延利息を請求することができる。
３　発注者は、受注者がこの契約に基づく違約金又は損害賠償金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、その支払うべき額とを相殺し、なお不足があるときは追徴する。
４　発注者は、この契約に基づく違約金及び損害賠償金並びに第１項の遅延利息に関し、これらの債権の保全上必要があるときは、発注者に対し業務又は資産の状況に関して質問し、帳簿書類その他の物件を調査し、又は参考となるべき報告若しくは資料の提出を求めることができる。
５　発注者は、受注者が前項の規定に違反して、質問に応ぜず、若しくは虚偽の応答をし、若しくは報告等をせず、もしくは虚偽の報告等をし、又は調査を拒み、妨げ、若しくは忌避した場合においては、当該債権の全部又は一部について履行期限を繰り上げることができる。
　（秘密の保持）
第１６条　受注者は、委託業務の処理上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。この解約の終了後又はこの契約の解除後においても同様とする。
　（その他）

第１７条　この契約書及び仕様書等に定めのない事項及び疑義の生じた事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議してこれを定めるものとする。
　この契約の証として本書２通を作り、発注者及び受注者が記名押印の上各自１通を保有する。
　　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　弘前市大字上白銀町１番地１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発注者　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　弘前市長　葛西　憲之
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
